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首都圏の港湾における地震・津波対策の検討について 

 

１．趣旨 

本年７月６日に交通政策審議会港湾分科会防災部会で「港湾における総合的な津波対策の

あり方（中間とりまとめ）」が公表され、港湾における地震・津波対策の基本的な考え方が

示された。 

これを受け、関東地方整備局として、首都圏の港湾における地震・津波に対する防災・減

災対策を推進するため、基本方針の策定等を目的として、学識経験者、臨海部立地企業、国

及び自治体の関係者をもって構成する地震・津波対策の検討会議を設置、検討を進めること

とした。 

 当面、年内を目処に、港湾における防災目標（発生頻度の高い津波の際の浸水防止）・減

災目標（最大クラスの津波の際の経済損失の軽減）の明確化を図り、津波防災施設等の整備

や避難対策の強化に関する方針や、被災時の港湾活動を継続するための港湾ＢＣＰの策定等

に関する方針を明確化する。 

 また、東海・東南海・南海３連動地震等での被災想定範囲は広域的なものとなることが想

定されることから、関東、中部、近畿、四国及び九州の各地方整備局が同様の会議を設置し、

相互に連携して津波対策の推進を図る。 

 

２．検討体制 

 首都圏全体で、各港湾の横断的事項を検討、方針を決定する場として、「首都圏の港湾に

おける地震・津波対策検討会議（以下「首都圏会議」という）」を設置し、加えて、東京湾・

相模湾及び鹿島灘・外房ごとの具体的な課題等について検討・とりまとめを行う「東京湾・

相模湾の港湾における地震・津波対策検討会議（以下「東京湾・相模湾会議」という）」及

び「鹿島灘・外房の港湾における地震・津波対策検討会議（以下「鹿島灘・外房会議」とい

う）」を設置する。 

 各検討会議のメンバー案は別紙のとおり。 

 

３．スケジュール 

９月２１日 首都圏会議の設置・第１回会議開催 

９月２８日 鹿島灘・外房会議の設置・第１回会議開催 

９月２９日 東京湾・相模湾会議の設置・第１回会議開催 

 

１０月～１２月  

首都圏会議、東京湾・相模湾会議及び鹿島灘・外房会議を２～３回開催 

 

１２月 地震・津波対策基本方針の策定・公表予定 



港湾分科会防災部会の位置付け

東日本大震災復興構想会議東日本大震災復興構想会議東日本大震災復興構想会議東日本大震災復興構想会議

＜事務局＞ 内閣官房

＜メンバー＞五百旗頭防衛大学校長、御厨東大教授、他

＜政府側出席者＞内閣総理大臣、内閣官房長官、他

＜検討事項＞

・東日本大震災による被災地域の復興に向けた指針策定

＜スケジュール＞

・６月２５日 「復興への提言～悲惨の中の希望～」とりまとめ

中央防災会議中央防災会議中央防災会議中央防災会議

東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に

関する専門調査会関する専門調査会関する専門調査会関する専門調査会

＜事務局＞ 内閣府（防災）

＜検討事項＞

・今後の地震動推定・被害想定のあり方

・今後の地震・津波対策の方向性

＜スケジュール＞

・６月２６日「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策

に関する専門調査会 中間とりまとめ ～今後の津波

防災対策の基本的考え方について～」とりまとめ

・秋頃 専門調査会とりまとめ

海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会

社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会合同会議社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会合同会議社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会合同会議社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会合同会議

７月６日 「津波防災まちづくりの考え方」とりまとめ

港湾分科会港湾分科会港湾分科会港湾分科会 防災部会防災部会防災部会防災部会

＜事務局＞ 国土交通省港湾局

＜検討事項＞

・全国の港湾における津波防災対策の総合的な方針の策定

＜スケジュール＞

・７月６日 「港湾における総合的な津波対策のあり方」（中間と

りまとめ）

・年末 答申

海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会海岸における津波対策検討委員会

＜事務局＞ 海岸省庁（農林水産省農村振興局、水産庁、国土

交通省水管理・国土保全局、港湾局）

＜検討事項＞

・被災地における海岸保全施設の復旧の基本的考え方

＜スケジュール＞

・９月 最終報告

被災港湾における地域協議会被災港湾における地域協議会被災港湾における地域協議会被災港湾における地域協議会

・港湾毎の復旧復興方針の策定

都市局都市局都市局都市局

・津波被災市街地の復興手法に関する調査検討

地方公共団体地方公共団体地方公共団体地方公共団体

・震災復興基本方針

・地域防災計画



全国全国全国全国のののの港湾港湾港湾港湾におけるにおけるにおけるにおける地震地震地震地震・・・・津波対策検討津波対策検討津波対策検討津波対策検討のののの流流流流れれれれ（（（（予定予定予定予定））））

～
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地方整備局地方整備局地方整備局地方整備局におけるにおけるにおけるにおける港湾港湾港湾港湾のののの地震地震地震地震・・・・津波対策津波対策津波対策津波対策のののの検討概要検討概要検討概要検討概要
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首都圏の港湾においても、交通政策審議会港湾分科会防災部会の「中間とりまとめ」を

ふまえた、地震・津波に対する対策の再検証が必要であり、本検討会において、以下の課

題について関係者との議論によって検討を進めることとする。

■検討の柱と具体的な項目は以下の通り。

１．防災・減災目標の明確化

首都圏首都圏首都圏首都圏のののの港湾港湾港湾港湾におけるにおけるにおけるにおける主要検討課題主要検討課題主要検討課題主要検討課題（（（（案案案案））））

１．防災・減災目標の明確化

・最大クラスの地震・津波への対応

・発生頻度の高い地震・津波への対応

２．産業活動・まちづくりと連携した防護ラインの設定

・想定津波浸水域の見直し

・港湾における防護ラインの設定

３．これからの地震・津波対策のあり方

○港湾の産業活動・まちづくりと連携した防護のあり方

・地域防災計画、海岸保全基本計画の見直し

・防護ラインの見直し・防護ラインの見直し

・防波堤、海岸保全施設のかさ上げ、粘り強い構造への転換

・港湾ＢＣＰの促進

・海岸データベースの充実

○避難対策の強化のあり方

・津波ハザードマップの見直し

・避難計画、避難施設の見直し

・ＧＰＳ波浪計の設置海域のあり方

○首都圏の特性を踏まえた地震・津波対策

・臨海工業地帯の地震・防災対策

・発災時における船舶の安全性の確保
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